
令和７年度 千葉県立農業大学校 国際農業実習 仕様書 

 

※本仕様書は、千葉県立農業大学校（以下、「大学校」という。）が委託する令和７年

度 千葉県立農業大学校 国際農業実習 委託に関し、受託者を公募するために必要な基本

的事項や情報を示したものであり、実際の業務契約に用いる仕様書は、企画提案書や質

疑応答の内容を踏まえた上で、改めて大学校が作成する。 

 

第１ 目的 

日本とは異なる気候風土の地域で発達した農業や文化に触れ、幅広い視野や考え

方を身につける。また、グループ活動や現地での交流を通じ、コミュニケーション

能力を高めるとともに、国際的な価値観を醸成するため、本実習の実施及び運営に

係る企画提案を募集する。 

 

第２ 業務の内容 

１ 概要 

（１）日程 

     令和７年12月16日（火）から19日（金） 

（２）渡航先 

台湾 

（３）人数 

   35名（学科１年生：31名、引率教員：４名）以内 

２ 交通機関の手配 

（１）発着空港 

成田国際空港若しくは東京国際空港とすること。 

また、大学校から空港までバス等の交通手段を提案書に記載すること。 

（２）航空会社 

   提案書に記載すること。 

（３）渡航先での交通手段 

   学生、引率教員及び引率者が全員移動できるよう手配すること。 

 また、バス等が複数台になる場合は、連絡調整がスムーズに行えるようにする

こと。 

 （４）留意事項 

    内容について詳細は大学校と協議の上決定すること。 

 

３ 研修の実施 

研修内容は、渡航先の実情がわかるもとのし、通訳等手配し日本語で説明をする

ものとする。 

また、研修先については、事前に研修の受入について内諾を得た上で企画提案す

ることとし、研修での移動方法についても、提案書に記載すること。 



（１）研修内容①（農業関連） 

   台湾中南部での花・野菜や米などの農作物を生産している農場（例：龍鼎生命

科學股份有限公司、東北果菜生產合作社など）を最低２か所以上、日本からの輸

入品の販売の様子及び公的機関の研究所などを視察できるよう手配すること。な

お、視察依頼については、大学校も協力する。 

（２）研修内容②（文化財・施設等） 

渡航先ならではの文化財や施設等視察できるようにすること。 

（３）研修内容③（グループ活動や現地交流等） 

   大学校の学生６人程度のグループが、渡航先で現地の日本語で対応ができる大

学生（農業系が望ましい）等と半日程度交流できる内容とし、スムーズなグルー

プ別行動での現地活動を実施できるようにすること。 

（４）事前学習の実施 

   渡航先の概要、実習内容の説明、パスポートの取得や加入保険など以下の情報

を含め、学生に海外渡航に必要な情報をわかりやすく説明し、スムーズな実習が

できるようにすること。 

   なお、資料等は日本語で事前に用意し、事前学習の詳細については、大学校と

協議すること。 

  ア １回目 

     時期：６月中 

     内容：渡航先の概要 

        実習スケジュール説明 

        パスポートの取得方法の説明 

  イ ２回目 

     時期：７月中 

内容：旅行代金の振込について 

        加入保険説明について 

  ウ ３回目 

     時期：10月中 

     内容：旅行代金振込状況について 

        パスポート及びビザの原本確認及び写しの提出について 

        機内手荷物・機内預け荷物について 

  エ ４回目 

     時期：12月中 

     内容：税関申告について 

機内持ち込み禁止物について 

        実習スケジュール等の再確認について 

（５）中止時の代替案 

   天災、疫病、暴動及び戦争行為などにより渡航先へ渡航ができない場合の際の

代替案について、変更期限も定めて企画提案すること。 

 



４ 宿泊施設 

（１）立地 

   ホテルは１か所程度とし、学生が外出できるよう治安が良く、環境の整った地

域から選定すること。 

（２）設備・サービス 

適正人数が宿泊できる部屋の広さ、部屋ごとにタオル・部屋着・ドライヤー・

エアコン・冷蔵庫・バス・トイレ設置や教員の打合せのできるスペースのある館

内設備、館内Wi-Fiや両替サービス等対応できる施設にすること。 

（３）食事（提供場所の広さ、アレルギー対応等） 

 参加者全員が朝食等喫食できる広さの会場があり、アレルギー対応できる宿泊

施設を選定すること。 

５ 付帯事項 

（１）安全面 

ア 事故防止及び安全対策 

  事故防止の対応や、安全対策について24時間対応できる体制にすること。 

イ 連絡体制 

  緊急時の連絡体制・連絡網について記載すること。 

ウ 旅行保険の内容（学生が現地で残る場合の保証等） 

  死亡・後遺症障害・治療費用・航空機遅延等や学生保護者が渡航に必要な費

用に対応した保険に加入すること。 

 （２）運用面 

  ア 添乗員数 

     大学校出発から現地での実習中、大学校戻りまでの添乗員や現地ガイド及び

通訳について手配すること。 

イ 予算 

  学生１人当たり20万円（日本円）以内にすること。 

   ウ その他 

大学校出発から日本帰国までの荷物運搬方法や、Wi-Fi・国際電話がかけられ

る携帯の貸出の有無等について企画提案書に記載すること。 

６ 効果的な実習の実施（独自提案） 

（１）概要 

１～５と連動し、本実習の目的をより効果的にする活動を行うこと。 

（２）内容 

企画提案の際には、内容とともに、期待される効果や価値を客観的に評価でき

る情報（例：類似事例での成果など）があれば、具体的数値とともに示すこと。 

また、本項目は提案の追加要素（審査での加点対象）として取り扱う。ただ

し、これのみで本項目の企画提案とすることはできない。 

７ 履行期限 

令和８年２月27日（金） 

 



第３ 運営及び管理 

１ 業務の実施 

本業務の実施に当たっては、綿密に大学校と必要な協議及び打合せを行うととも

に、大学校の指示に従い柔軟に対応し、大学校が求める事項は最大限実現できるよ

う努め、感染症対策を行った上で、誠実に業務を進めるものとし、業務の遂行状況

について随時報告を行うこと。 

２ 業務実施体制 

委託業務を円滑に実施するため、本業務の全体責任者及び各業務の責任者、担当

者を配置すること。責任者及び担当者は、やむを得ない場合を除いて変更しないこ

ととし、変更する場合は、大学校に事前に相談の上、報告すること。 

３ 事故及びクレーム等の対応 

委託業務の実施中、事故やクレーム、緊急を要する事案が発生した場合は、速や

かに大学校担当者へ報告するとともに、解決に向けて誠意ある対応をすること。ま

た、その対応や経過については、速やかに大学校に報告すること。 

４ 経費 

大学校が実施するもの以外の本業務の実施に要する一切の費用（航空運賃、宿泊

費、交通費、資料作成費、入場料、使用料、レンタル料、駐車場代、輸送費及び保

険料など）は、旅費に含むこと。ただし、備品購入費は含めないものとする。 

 

第４ 著作権の譲渡等 

この契約により作成される成果物の著作権等の取扱いは、次の各号に定めるとこ

ろによる。 

１ 本事業の受託者は、著作権法（昭和45年法律第48号）第21条（複製権）、第26条

の2（譲渡権）、第23条（公衆送信権等）、第26条の3（貸与権）、第27条（翻訳

権・翻案権等）及び第28条（二次的著作物の利用に関する原著作者の権利）に規定

する権利を大学校に無償で譲渡するものとすること。ただし、制作物の性質上、受

託者が承諾できない場合は、該当項目及び理由を示し、別途協議すること。なお、

大学校は本業務により納品されたデータ等について、ホームページ掲載及び増刷が

できるものとする。 

２ 大学校は、著作権法第20条（同一性保持権）第2項、第3号又は第4号に該当しない

場合においても、その使用のために、仕様書等で指定する物件を改変し、また、任

意の著作者名で任意に公表することができるものとする。ただし、制作物の性質

上、受託者が承諾できない場合は該当項目及び理由を示し、別途協議すること。 

３ 本事業の受託者は、大学校の事前の同意を得なければ、著作権法第18条（公表

権）及び第19条（氏名表示権）を行使することができない。 

 

第５ 個人情報に関する取扱い 

本委託業務の履行及び作成された成果品における個人情報の取扱いについては、

別記「個人情報等取扱特記事項」に定めるとおり取り扱うものとすること。 

 

 



第６ 納入物件に関する責任の所在 

本業務に伴う全ての納入物品については、受託者が最終責任を負うこと。 

 

第７ 法令遵守及び安全管理 

１ 関係法令の遵守 

本業務に関連するすべての関係法令及び規則を遵守すること。 

２ 安全管理体制の整備 

安全管理に関する内規を定め、災害事故の未然防止に努めるとともに、現場作業

における緊急時の連絡体制を整備すること。 

３ 作業者及び第三者の安全管理 

受託者の指示によって行う作業者の事故防止に努めるとともに、過度の負担がか

からないよう、健康面に配慮して活動すること。また、視察先等の第三者について

も危害を及ぼさないように万全の措置を講じ、第三者に損害を与えた場合は、受託

者の責任において措置すること。 

 

第８ 秘密の保持 

本業務の処理上知りえた秘密を他人に漏らしてはならない。本業務の委託期間終

了後も同様とする。 

 

第９ その他事項 

１ 業務の実施 

新型コロナウイルスの感染拡大の影響等、業務の実施に当たって不確定要素が多

いことから、大学校と必要な協議、打ち合わせを十分に行い、その指示に従い誠実

に業務を進めること。 

２ 再委託について 

本事業の受託者は、業務の全部または一部について、大学校の承諾をなしに他者

に再委託をすることはできない。 

３ 仕様変更 

新型コロナウイルスの感染拡大や戦争等、やむを得ない事情により、本仕様書の

変更が必要となる場合は、あらかじめ大学校と協議の上、承認を得ること。 

４ 記載外変更、その他 

本件に関し、本仕様書に記載のない事項及び疑義が生じた場合については、大学

校と協議すること。 

 



個人情報等取扱特記事項 

 

第１ 基本的事項 

乙は、個人情報等の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たって

は、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報等の取扱いを適正に行う。 

 

第２ 事務従事者への周知及び監督 

（事務従事者への監督） 

１ 乙は、この契約による事務を行うために取り扱う個人情報等の適切な管理が図ら

れるよう、事務従事者に対して必要かつ適切な監督を行う。 

（事務従事者への周知） 

２ 乙は、事務従事者に対して、次の事項等の個人情報等の保護に必要な事項を周知

させるものとする。 

 (1) 事務従事者又は事務従事者であった者は、その事務に関して知り得た個人情報

等をみだりに他人に知らせてはならないこと 

 (2) 事務従事者又は事務従事者であった者は、その事務に関して知り得た個人情報

等を不当な目的に使用してはならないこと 

 

第３ 個人情報等の取扱い 

（収集の制限） 

１ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報等を収集するときは、当該事務

の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段によりこれを行う。 

（秘密の保持） 

２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報等をみだりに他人に知らせ

てはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

（漏えい、滅失及びき損の防止等） 

３ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報等について、個人情報等の

漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報等の適切な管理のために必要な措置

を講じる。 

（持ち出しの制限） 

４ 乙は、甲が承諾した場合を除き、この契約による事務を甲が指定した場所で行い、

個人情報等が記録された機器、記録媒体、書類等（以下「機器等」という。）を当該

場所以外に持ち出してはならない。 

（目的外利用及び提供の制限） 

５ 乙は、甲の指示がある場合を除き、個人情報等をこの契約の目的以外の目的のた

めに利用し、又は甲の承諾なしに第三者に対して提供してはならない。 

（複写又は複製の制限） 

６ 乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報等が記

録された機器等を甲の承諾なしに複写又は複製してはならない。 

 



第４ 再委託の制限 

乙は、甲が承諾した場合を除き、この契約による事務については自ら行い、第三者

にその取扱いを委託してはならない。 

 

第５ 事故発生時における報告 

乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったとき

は、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

第６ 情報システムを使用した処理 

 乙は、情報システムを使用してこの契約による事務を行う場合には、この特記事項

のほか、最高情報セキュリティ責任者（総務部デジタル改革推進局デジタル推進課が

所管する千葉県情報セキュリティ対策基準（平成１４年３月１５日制定）５（１）ア

に規定する職にある者をいう。）の定める「データ保護及び管理に関する特記仕様書」

等を遵守する。 

 

第７ 機器等の返還等 

 乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収

集し、若しくは作成した個人情報等が記録された機器等は、この契約完了後直ちに甲

に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に作業の方法を指示したときは､

当該方法によるものとする。 

 

第８ 甲の調査、指示等 

（調査、指示等） 

１ 甲は、乙がこの契約により行う個人情報等の取扱状況を随時調査し、又は監査す

ることができる。この場合において、甲は、乙に対して、必要な指示を行い、又は

必要な事項の報告若しくは資料の提出等を求めることができる。 

（公表） 

２ 甲は、乙がこの契約により行う事務について、情報漏えい等の個人情報等を保護

する上で問題となる事案が発生した場合には、個人情報等の取扱いの態様、損害の

発生状況等を勘案し、乙の名称等の必要な事項を公表することができる。 

 

第９ 契約の解除及び損害の賠償 

甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除し、及び乙に対して

損害の賠償を請求することができる。 

(1) 乙又は乙の委託先（順次委託が行われた場合におけるそれぞれの受託者を含

む。）の責めに帰すべき事由による情報漏えい等があったとき 

(2) 乙がこの特記事項に違反し、この契約による事務の目的を達成することができ

ないと認められるとき 

 

注 「甲」は実施機関を、「乙」は受託者を指す。 


